
様式１　　

№ 05030010

2 会 計 区 分 2 国民健康保険事業会計
6
1

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

261 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

・特定健診の実施 ・特定健診の実施 ・特定健診の実施
・健診結果に基づき保健指導対象者の選定 ・健診結果に基づき保健指導対象者の選定 ・健診結果に基づき保健指導対象者の選定

・対象者への保健指導 ・対象者への保健指導 ・対象者への保健指導
・保健指導結果に基づく評価の実施 ・保健指導結果に基づく評価の実施 ・保健指導結果に基づく評価の実施

・みなし健診の実施 ・みなし健診の実施 ・みなし健診の実施

17,500 3,500 3,500 3,500
3,500 700 700 700
3,500 700 700 700

0
1,500 300 300 300
9,000 1,800 1,800 1,800

0 0 0 0
0
0
0
0
0

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

年 度 目 標 値 健診受診率の増 健診受診率の増 健診受診率の増
年 度 達 成 率 0% 0% 0%
全 体 達 成 率 0% 0% 0%
備　　 考 　　欄

疾病の予防と健康の増進

事 業 名 特定健診・特定保健指導事業
平成32年度

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期   雄 武 町 総 合 計 画    　前 期 実 施 計 画 書

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 保健・医療の充実
事 業 優 先 度 Ａ

単位施策

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 特定健診受診率、特定保健指導実施率、メタボリックシンドローム該当者・予備群の減少率

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 特定健診受診率60％、特定保健指導実施率60％、メタボリックシンドローム該当者・予備群の25％減

町民参加
無

高齢者の医療の確保に関する法律
町民協働 特定健康診査・特定保健指導実施計画

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

○雄武町国民健康保険加入の40歳から74歳まで ・特定健診の実施 ・特定健診の実施
　の被保険者を対象に、生活習慣病に主眼を置い ・健診結果に基づき保健指導対象者の選定 ・健診結果に基づき保健指導対象者の選定

・みなし健診の実施 ・みなし健診の実施

　た特定健康診査を実施し、生活習慣病のリスク ・対象者への保健指導 ・対象者への保健指導
　がある者に対し、特定保健指導を実施する。 ・保健指導結果に基づく評価の実施 ・保健指導結果に基づく評価の実施

700
地　 方 　債
そ 　の 　他 300 300

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 3,500 3,500

財
源
内
訳

国庫支出金 700 700
道 支 出 金 700

一 般 財 源 1,800 1,800

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

そ 　の 　他
一 般 財 源

道 支 出 金
地　 方 　債

・受診者負担金

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

・特定健診等国庫負担金
・特定健診等道費負担金

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

後期計画への継続 0% 0%
（継続有り）

第５期計画からの継続 健診受診率の増 健診受診率の増
（継続有り） 0% 0%
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様式１　　

№ 05030020

2 会 計 区 分 2 国民健康保険事業会計
6
1

政 策 事 務 分 類 2 単独自治事務（個別計画）
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名
関 係 個 別 計 画 名 有

261 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

・国保被保険者における特定健 ・国保被保険者における特定健 ・国保被保険者における特定健
　診項目以外の詳細な健診実施 　診項目以外の詳細な健診実施 　診項目以外の詳細な健診実施
　及び二次健診実施 　及び二次健診実施 　及び二次健診実施
・特定保健指導の対象者以外に ・特定保健指導の対象者以外に ・特定保健指導の対象者以外に
　おいて、保健指導の必要のあ 　おいて、保健指導の必要のあ 　おいて、保健指導の必要のあ
　る者への保健指導実施及び受 　る者への保健指導実施及び受 　る者への保健指導実施及び受
　診勧奨の実施 　診勧奨の実施 　診勧奨の実施

　賃金、旅費、需用費、役務費 　賃金、旅費、需用費、役務費 　賃金、旅費、需用費、役務費
　委託料 　委託料 　委託料

11,000 2,200 2,200 2,200
3,250 650 650 650

0
0
0

7,750 1,550 1,550 1,550
0 0 0 0
0
0
0
0
0

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

年 度 目 標 値 50% 50% 50%
年 度 達 成 率 0% 0% 0%
全 体 達 成 率 0% 0% 0%
備　　 考 　　欄

疾病の予防と健康の増進

事 業 名 国民健康保険保健事業
平成32年度

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期   雄 武 町 総 合 計 画    　前 期 実 施 計 画 書

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 保健・医療の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 疾病予防、医療費の抑制を目的とした保健指導の実施率

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 50%
町民参加

無
町民協働 特定健康診査・特定保健指導実施計画

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

○国保被保険者における特定健診項目以外の ・国保被保険者における特定健 ・国保被保険者における特定健
　詳細な健診の実施及び対象者への二次健診 　診項目以外の詳細な健診実施 　診項目以外の詳細な健診実施

　指導の必要のある者への保健指導実施及び 　おいて、保健指導の必要のあ 　おいて、保健指導の必要のあ
　受診勧奨の実施 　る者への保健指導実施及び受 　る者への保健指導実施及び受

　実施 　及び二次健診実施 　及び二次健診実施
○特定保健指導の対象者以外において、保健 特定保健指導の対象者以外に 特定保健指導の対象者以外に

　・健診結果異常に伴う治療中であるのに、結果　 　賃金、旅費、需用費、役務費 　賃金、旅費、需用費、役務費
　が引き続き受診勧奨域にある者 　委託料 　委託料

　・メタボリックシンドローム非該当であるが、血圧、 　診勧奨の実施 　診勧奨の実施
　血糖値等が指導対象域にある者

　・健診結果異常に伴う受診勧奨

地　 方 　債
そ 　の 　他

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 2,200 2,200

財
源
内
訳

国庫支出金 650 650
道 支 出 金

一 般 財 源 1,550 1,550

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

そ 　の 　他
一 般 財 源

道 支 出 金
地　 方 　債

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

・国保特別調整交付金

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

後期計画への継続 0% 0%
（継続有り）

第５期計画からの継続 50% 50%
（継続有り） 0% 0%

93



様式１　　

№ 05030030

2 会 計 区 分 7 介護保険事業会計
7
1

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

6 地域包括支援センター
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

271 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

○介護予防・日常生活支援総合 ○介護予防・日常生活支援総合 ○介護予防・日常生活支援総合
　事業 　事業 　事業
　・介護予防・生活支援サービス 　・介護予防・生活支援サービス 　・介護予防・生活支援サービス
　・介護予防ケアマネジメント事業 　・介護予防ケアマネジメント事業 　・介護予防ケアマネジメント事業
　・一般介護予防事業 　・一般介護予防事業 　・一般介護予防事業
○包括的支援事業 ○包括的支援事業 ○包括的支援事業
　・総合相談、権利擁護 　・総合相談、権利擁護 　・総合相談、権利擁護
　・在宅医療・介護連携推進事業 　・在宅医療・介護連携推進事業 　・在宅医療・介護連携推進事業
　・生活支援体制整備事業 　・生活支援体制整備事業 　・生活支援体制整備事業
　・認知症総合支援事業 　・認知症総合支援事業 　・認知症総合支援事業
　・地域ケア会議推進事業 　・地域ケア会議推進事業 　・地域ケア会議推進事業
○任意事業 ○任意事業 ○任意事業
　・家族介護用品支給事業 　・家族介護用品支給事業 　・家族介護用品支給事業
　・給付費適正化事業 　・給付費適正化事業 　・給付費適正化事業

100,000 20,000 20,000 20,000
30,950 6,190 6,190 6,190
15,480 3,096 3,096 3,096

0
31,570 6,314 6,314 6,314
22,000 4,400 4,400 4,400

0 0 0 0
0
0
0
0
0

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

年 度 目 標 値 19.5 19.5 20.0
年 度 達 成 率 0% 0% 0%
全 体 達 成 率 0% 0% 0%
備　　 考 　　欄

○包括的支援事業
　・総合相談、権利擁護

○介護予防・日常生活支援総合○被保険者が要介護状態・要支援状態となること
　を予防するとともに、要介護状態等となった場合
　においても、可能な限り、地域において自立した
　日常生活を営むことができるよう支援する。

※事務事業評価結果

後期計画への継続

実
績
事
業
費

地　 方 　債

基本施策

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

そ 　の 　他

○介護予防・日常生活支援総合
　事業
　・介護予防・生活支援サービス

　・在宅医療・介護連携推進事業

事業指標

関
連
事
項

3,096

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 20,000

財
源
内
訳

国庫支出金 6,190
道 支 出 金 3,096

4,400
6,314

一 般 財 源

（継続有り）

（継続有り）

（実施内容等）

町民参加
町民協働

地　 方 　債
そ 　の 　他

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期   雄 武 町 総 合 計 画    　前 期 実 施 計 画 書

【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

事 業 優 先 度 Ｂ

平成　３２　年度 平成　３４　年度

有

【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～

雄武町

事業目標

事 業 名

政策目標

単位施策
高齢者支援の充実
安心して暮らせる環境づくり

地域支援事業

平成30年度～平成34年度

要介護・要支援認定率

道支出金

第５期計画からの継続

20,000

　・介護予防ケアマネジメント事業
　・一般介護予防事業
○包括的支援事業
　・総合相談、権利擁護
　・在宅医療・介護連携推進事業
　・生活支援体制整備事業

0

※事務事業評価結果

4,400

（実施内容等）

6,314

　・地域ケア会議推進事業
○任意事業
　・家族介護用品支給事業
　・給付費適正化事業

20.5
0%
0%

20.0

0%
0%

　特定財源の名称

道 支 出 金

事　　業　　費　（千円）

一 般 財 源

財
源
内
訳

国庫支出金

・地域支援事業道交付金
その他
・地域支援事業交付金
・地域支援事業繰入金

事業期間
事業主体

雄武町介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱、雄武町家族介護用品支給事業施行規則
雄武町高齢者保健福祉計画・雄武町介護保険事業計画

関 係 課

　事業
　・介護予防・生活支援サービス
　・介護予防ケアマネジメント事業
　・一般介護予防事業

事　業　内　容事  業  内  容

国庫支出金
・地域支援事業国庫交付金

全　　　体　　　計　　　画
事　　　業　　　内　　　容

北海道平均を超過しないこと

　・生活支援体制整備事業
　・認知症総合支援事業
　・地域ケア会議推進事業

　・認知症総合支援事業

○任意事業
　・家族介護用品支給事業
　・給付費適正化事業

0

6,190
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様式１　　

№ 05030040

2 会 計 区 分 7 介護保険事業会計
7
1

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

6 地域包括支援センター
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名

271 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

3,684 0 0 0
0
0
0

3,684
0
0 0 0 0
0
0
0
0
0

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

年 度 目 標 値
年 度 達 成 率 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
全 体 達 成 率 0% 0% 0%
備　　 考 　　欄

安心して暮らせる環境づくり

事 業 名 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定事業

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期   雄 武 町 総 合 計 画    　前 期 実 施 計 画 書

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 高齢者支援の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策

事業期間 平成32年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 計画の策定

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 32年度
町民参加

有 雄武町高齢者保健福祉計画等策定委員会条例に基づく委員の選任
介護保険法、老人保健法

町民協働

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

○高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の 第9期高齢者保健福祉計画及び
　策定 第8期介護保険事業計画策定事

・策定業務委託

　※3年毎の見直し 業
　 ・策定委員会委員報酬

地　 方 　債
そ 　の 　他 3,684

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 3,684 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

一 般 財 源

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

そ 　の 　他
一 般 財 源

道 支 出 金
地　 方 　債

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

・一般会計繰入金

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

後期計画への継続 0% 0%
（継続有り）

第５期計画からの継続 計画の策定
（継続有り） 0% #DIV/0!
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様式１　　

№ 05030050

2 会 計 区 分 1 一般会計
8
3

政 策 事 務 分 類 1 単独自治事務（例規）
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 無

283 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

子どもの医療費を助成する。 子どもの医療費を助成する。 子どもの医療費を助成する。

54,250 10,850 10,850 10,850
750 150 150 150

12,875 2,575 2,575 2,575
0

250 50 50 50
40,375 8,075 8,075 8,075

0 0 0 0
0
0
0
0
0

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

年 度 目 標 値 全対象者への医療費助成 全対象者への医療費助成 全対象者への医療費助成
年 度 達 成 率 0% 0% 0%
全 体 達 成 率 0% 0% 0%
備　　 考 　　欄

経済的負担の軽減

事 業 名 子ども医療費助成事業

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期   雄 武 町 総 合 計 画    　前 期 実 施 計 画 書

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 子育ち・子育ての充実
事 業 優 先 度 Ａ

単位施策

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 医療費助成対象者数

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 全対象者への医療費助成
町民参加

無
雄武町子ども医療費助成に関する条例、雄武町母子保健法施行細則、雄武町養育医療実施要綱

町民協働

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

○高校卒業年度までの子ども（18歳に達する日 子どもの医療費を助成する。 子どもの医療費を助成する。
　以後の最初の3月31日までの間にある方）の

　家庭への経済負担の軽減を図る。

　健康保険が適用される医療費について、初診
　時一部負担金を除いた額を助成し、子育て

2,575
地　 方 　債
そ 　の 　他 50 50

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 10,850 10,850

財
源
内
訳

国庫支出金 150 150
道 支 出 金 2,575

一 般 財 源 8,075 8,075

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

そ 　の 　他
一 般 財 源

道 支 出 金
地　 方 　債

道支出金
・乳幼児等医療給付事業

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

国庫負担金
・養育医療費負担金

その他 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

・高額療養費還付金

　補助金
・養育医療費負担金

後期計画への継続 0% 0%
（継続有り）

第５期計画からの継続 全対象者への医療費助成 全対象者への医療費助成
（継続有り） 0% 0%
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様式１　　

№ 05030060

2 会 計 区 分 1 一般会計
8
3

政 策 事 務 分 類 1 単独自治事務（例規）
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 無

283 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

ひとり親家庭等の医療費を助成 ひとり親家庭等の医療費を助成 ひとり親家庭等の医療費を助成
する。 する。 する。

15,500 3,100 3,100 3,100
0

4,850 970 970 970
0

250 50 50 50
10,400 2,080 2,080 2,080

0 0 0 0
0
0
0
0
0

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

年 度 目 標 値 全対象者への医療費助成 全対象者への医療費助成 全対象者への医療費助成
年 度 達 成 率 0% 0% 0%
全 体 達 成 率 0% 0% 0%
備　　 考 　　欄

経済的負担の軽減

事 業 名 ひとり親家庭等医療給付事業

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期   雄 武 町 総 合 計 画    　前 期 実 施 計 画 書

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 子育ち・子育ての充実
事 業 優 先 度 Ａ

単位施策

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 医療費助成対象者数

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 全対象者の医療受診環境の整備
町民参加

無
雄武町重度心身障害者及びひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例

町民協働

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

○ひとり親家庭等の親と子の医療費（医療保険 ひとり親家庭等の医療費を助成 ひとり親家庭等の医療費を助成
　適用分の）一部を助成し、ひとり親家庭への する。 する。

　の場合は自己負担を軽減する。

　経済負担の軽減を図る。
　原則1割の自己負担が生じるが、非課税世帯

970
地　 方 　債
そ 　の 　他 50 50

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 3,100 3,100

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金 970

一 般 財 源 2,080 2,080

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

そ 　の 　他
一 般 財 源

道 支 出 金
地　 方 　債

　給付事業補助金
その他

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

道支出金
・ひとり親家庭等医療

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

・高額療養費還付金

後期計画への継続 0% 0%
（継続有り）

第５期計画からの継続 全対象者への医療費助成 全対象者への医療費助成
（継続有り） 0% 0%
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様式１　　

№ 05030070

2 会 計 区 分 1 一般会計
9
1

政 策 事 務 分 類 1 単独自治事務（例規）
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

291 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

重度心身障害者の医療費を 重度心身障害者の医療費を 重度心身障害者の医療費を
助成する。 助成する。 助成する。

50,000 10,000 10,000 10,000
0

22,500 4,500 4,500 4,500
0

5,000 1,000 1,000 1,000
22,500 4,500 4,500 4,500

0 0 0 0
0
0
0
0
0

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

年 度 目 標 値 全対象者への医療費助成 全対象者への医療費助成 全対象者への医療費助成
年 度 達 成 率 0% 0% 0%
全 体 達 成 率 0% 0% 0%
備　　 考 　　欄

地域福祉活動の活性化

事 業 名 重度心身障害者医療給付事業

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期   雄 武 町 総 合 計 画    　前 期 実 施 計 画 書

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 社会福祉の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 医療費助成対象者数

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 全対象者の医療受診環境の整備
町民参加

無
雄武町重度心身障害者及びひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例

町民協働 雄武町障がい者計画

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

○身障者手帳を保持する、1級・2級もしく3級の 重度心身障害者の医療費を 重度心身障害者の医療費を
　内臓障害の方、療育手帳を保持するＡ判定の 助成する。 助成する。

　する。
　原則1割の自己負担が生じるが、非課税世帯

　方、1級の精神障害者手帳を所持する方につ
　いて、医療費（医療保険適用分）の一部を助成

　の場合は自己負担を軽減する。

4,500
地　 方 　債
そ 　の 　他 1,000 1,000

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 10,000 10,000

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金 4,500

一 般 財 源 4,500 4,500

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

そ 　の 　他
一 般 財 源

道 支 出 金
地　 方 　債

　給付事業補助金
その他

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

道支出金
・重度心身障害者医療

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

・高額療養費還付金

後期計画への継続 0% 0%
（継続有り）

第５期計画からの継続 全対象者への医療費助成 全対象者への医療費助成
（継続有り） 0% 0%
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様式１　　

№ 05030080

2 会 計 区 分 1 一般会計
10
1

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 無

301 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

療養給付費負担金の支出 療養給付費負担金の支出 療養給付費負担金の支出

284,964 53,674 55,285 58,651
0
0
0
0

284,964 53,674 55,285 58,651
0 0 0 0
0
0
0
0
0

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

年 度 目 標 値 970千円 970千円 970千円
年 度 達 成 率 0% 0% 0%
全 体 達 成 率 0% 0% 0%
備　　 考 　　欄

医療保険制度の安定化

事 業 名 後期高齢者医療事業療養給付費負担金

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期   雄 武 町 総 合 計 画    　前 期 実 施 計 画 書

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 社会保障制度の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町（北海道後期高齢者医療広域連合）

関 係 課
事業指標 医療費増加の抑制を目標とした1人当たりの医療費

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 1人当たり医療費970千円を超過しないこと
町民参加

無
高齢者の医療の確保に関する法律

町民協働

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

○高齢者の医療の確保に関する法律第98条の 療養給付費負担金の支出 療養給付費負担金の支出
　規定に基づき、被保険者の療養の給付に関す

　業療養給付費負担金として支出する。

　る費用の1/12に相当する額を市町村が負担
　することとされているため、後期高齢者医療事　

地　 方 　債
そ 　の 　他

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 56,943 60,411

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

一 般 財 源 56,943 60,411

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

そ 　の 　他
一 般 財 源

道 支 出 金
地　 方 　債

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

後期計画への継続 0% 0%
（継続有り）

第５期計画からの継続 970千円 970千円
（継続有り） 0% 0%
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様式１　　

№ 05030090

2 会 計 区 分 1 一般会計
10
1

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名

301 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

後期高齢者健康診査の受託 後期高齢者健康診査の受託 後期高齢者健康診査の受託

　健診委託料・消耗品費 　健診委託料・消耗品費 　健診委託料・消耗品費

3,850 770 770 770
0
0
0

2,890 578 578 578
960 192 192 192

0 0 0 0
0
0
0
0
0

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

年 度 目 標 値 15% 15% 15%
年 度 達 成 率 0% 0% 0%
全 体 達 成 率 0% 0% 0%
備　　 考 　　欄

医療保険制度の安定化

事 業 名 後期高齢者健康診査事業受託業務

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期   雄 武 町 総 合 計 画    　前 期 実 施 計 画 書

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 社会保障制度の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 健康診査受診率

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 15%
町民参加

無
高齢者の医療の確保に関する法律

町民協働

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

○北海道後期高齢者医療広域連合が実施する 後期高齢者健康診査の受託 後期高齢者健康診査の受託
　被保険者に対する健康診査業務及び保健指導
　業務を受託実施する。 　健診委託料・消耗品費 　健診委託料・消耗品費

地　 方 　債
そ 　の 　他 578 578

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 770 770

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

一 般 財 源 192 192

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

そ 　の 　他
一 般 財 源

道 支 出 金
地　 方 　債

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

その他
・受託収入

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

後期計画への継続 0% 0%
（継続有り）

第５期計画からの継続 15% 15%
（継続有り） 0% 0%

100


